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研究成果の概要（和文）：経済成長の著しいインドにおいて、成長の恩恵から見放されているか

にみえる農村地域における貧困削減の実効を挙げるため、既存の家計調査データに基づく農家

行動の叙述・分析を行うとともに、西ベンガル州の 15 カ所の村内の農民の圃場において「SRI」

と呼ばれる稲作技術改良の実験的導入を試みた。その結果、SRI 農法により収量を少なくとも 3

割程度は向上させる可能性が確認されたものの、今後 SRI 農法を西ベンガル地域で普及させる

際に克服する必要のある課題がいくつかあることも同時に確認された。

研究成果の概要（英文）：
Despite the impressive pace of overall economic growth in recent decades in India,
there are a large number of rural poor who appear to be completely left out of the fruits
of the growth process of the national economy. In order to explore viable options for a
poverty reduction strategy in such areas, this project set up farmers’ rice plots in 15
villages in the state of West Bengal, where a package of innovative rice culture
practices called SRI (System of Rice Intensification) was experimented. While we find
potentials for yield increase by (at least) 30%, we have also identified some specific
problems to be overcome for this technology to be widely adopted by the farmers in the
region in the near future.
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１．研究開始当初の背景

近年のインドでは、国民所得の著しい成長が
見られる一方で、経済成長の恩恵をうける可

能性・機会から見放されているかにみえる農
村地域が存在する。その様な問題意識のもと、
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（Indian Statistical Institute：以下では
ISI)
）の農学研究者によって学際的な調査研究が
開始された。1998 年には、東インド天水稲作
地域である Jharkhand 州及び West Bengal 州
のそれぞれ 8箇所の村にて詳細な農家家計調
査を行なった。本研究代表者は、本プロジェ
クトのデータ分析段階から国際稲研究所に
おいて参画した。そこで浮かび上がった姿は、
いわゆる「貧しいが効率的な」農業生産とい
う、古典的な T. W. Schultz 的な世界であっ
た。従って、農業生産性を向上させるために
は、農家教育などにより技術的効率性の向上
を図る余地は比較的少なく、稲作新技術の導
入などによって農業生産フロンティア自体
を上方移動させる必要があるとの結論に至
った。そして、過去のＩＲＲＩプロジェクト
による農家データの分析をさらに発展させ
るともに、この地域の条件に適した稲作生産
性向上のための新技術とは何かを探る必要
性が認識されることとなった。

２．研究の目的

本研究では、東インド農村の農家がおかれた
自然環境および社会現状を把握すると共に、
それらの諸条件に対応した貧困削減の必要
条件を探り、より効果的な政策立案に資する
ことを目的としている。

３．研究の方法

上記の目的に対して、本研究では以下の二つ
の研究方法により接近を試みた。

(1) 1998-2006 年の家計レベルのパネルデー
タを構築、分析することによってこの地域の
農家家計のおかれた自然・社会環境、および
それら農家の行動様式の理解を深めること。

(2) ISI の agronomist で 1998 年の調査から
本研究に中心的に参画している P. Banik 氏
との共同研究により、「環境保全型」稲作技
術を実験的に導入し、その技術の農家圃場に
おけるパフォーマンスやその他の特性を把
握すること。

４．研究成果

(1) 既に収集済みの 1996-2006年の家計パネ
ルデータの分析を行った。その結果、土地売
買の市場が存在し、農地の売買が比較的活発
であること、1990 年代後半以降の約 10 年間
の間にこの地域において稲の高収量品種
（HYV）が漸く普及してきたこと、そして、
それにもかかわらず、この間に稲の平均反収

には大きな変化が見られないこと、などが見
出された。即ち、HYV の採用とそれに伴う肥
料等の多投入型の稲作が必ずしも単収増加
につながっていないとの発見は、少なくとも
インドのこの地域においては、従来型の稲作
増収技術とは異なる、環境保全型の稲作技術
の模索の必要性を示唆しているとも解釈さ
れる。

(2) 環境保全型稲作技術の試験的導入の準
備作業と並行して、対象地域の農家の基礎情
報を得るための農家家計調査を行った。具体
的な調査項目としては、家族構成と家計構成
員に関する個人属性（年生、性別、教育水準、
職業等）、保有資産、保有農地とその属性、
稲作に関する詳細な情報（肥料、薬品等各種
投入物の使用量、各種作業種別—田植え、施
肥、除草、収穫等--の労働力投入量、賃金率、
収穫量）、周辺農家との間での耕作技術やそ
の他農業に関する情報交換の実態、ＳＲＩ実
験圃場に関する知識や、現時点でのＳＲＩ農
法に関する評価、将来的にＳＲＩ農法を採用
する意向の有無、将来的にＳＲＩ農法を採用
する際に必要な条件、等の項目を含む。（但
し、本研究第二年目にその対象村が例外的な
降雨による洪水被害をうけた結果稲の収穫
ができなかったため、家計調査は予定よりも
一年延期して三年目に実施した）

（3）上記(1)の分析結果を受けて、実験的に
導入する環境保全型稲作技術の候補につい
て、ISI の実験圃場における各種データ等を
含めて代替案の検討を行った。その結果、
System of Rice Intensification（SRI）と
呼ばれる稲作農法を実験的に導入すること
とした。SRIとは、マダガスカルにおいて 1980
年代に開発された稲作技術で、従来よりもは
るかに若い段階の苗を田植えに使うととも
に、植える苗の数を少く、かつ植える苗の間
隔を大きめにとること、水田を常に潅水状態
に保たずに、適宜水をぬくこと、化学肥料の
使用量を減らし、堆肥などの有機肥料で代替
すること、などにより、収量を大幅に増加さ
せる可能性が報告されてが、そのパフォーマ
ンスについては、農学者の間でも大きく評価
が分かれている技術である。

（4）2010 年および 2011 年の稲作乾季作の時
期に合わせて、西ベンガル州の 15 カ所の村
において試験的圃場の設営、村の農民による
SRI 農法による試験的稲作導入を行った。な
お、試験圃場の導入にあたっては、村を単位
として「介入村」と「対照群の村」をランダ
ムに選定した。2 カ年にわたる農民の圃場に
おけるＳＲＩ稲作技術導入の結果から得ら
れた暫定的な結論としては、以下の四点に要
約される。



①西ベンガル農村の環境下において、ＳＲＩ
の技術パッケージを採用することにより、同
品種であっても少なくとも収量を約三割程
度向上させることが可能であること。
②SRI の増収効果を得るためには、特に田植
えのタイミングをコントロールする必要が
あり、そのタイミングがずれると増収効果が
低下すること。
③既存文献でも指摘されているが、SRI 農法
は従来の稲作に比べて特に除草など必要な
労働投入量が大幅に増える傾向にあること
が確認された。今回実験圃場を設定した地域
は西ベンガル州の中では比較的都市部から
近い（コルカタ市から車で約 3-4 時間程度）
ため、非熟練労働市場が比較的ひっ迫してい
る。従って、今後、労働投入が潜在的に SRI
普及の制約条件となる可能性がある。
④SRI 農法の技術パッケージには、化学肥料
を減らすこと、田植の後の段階で田の水を一
時的に抜くこと等、一見逆効果ではないかと
も思われる内容を含むため、周辺農民の SRI
の有効性に対する懐疑は少なくない。一般に、
リスクを伴う新技術の採用には農民は慎重
になりがちであることと併せて、将来的にＳ
ＲＩ技術が普及・定着するとしても比較的時
間がかかることが予想されること。

本研究の結果を受けての今後の研究課題
としては、試験圃場から得られたデータのさ
らに詳細な分析を進める必要があること、周
辺農家の再調査を行ったうえで、SRI 農法に
対する農民の評価、今後の住民の自発的な
SRI 農法導入行動について動向を追跡する必
要があること、等である。
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